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研究要旨 

 次期健康づくり運動プラン策定・実施・評価に関して、学術的エビデンス・手法をもとに、行政

上の課題の解決を目指す。令和４年度の本研究は、先行研究や自治体行政栄養士へのヒアリング等

をもとに、栄養・食生活分野のロジックモデルの更新、目標項目、目標値の検討を行うことを目的

とした。健康日本 21（第二次）の評価結果、先行研究等をもとに、栄養・食生活分野の目標として、

（１）栄養状態：適正体重の維持６指標、（２）食物・栄養素摂取：適切な量と質の食事２指標、（３）

食行動：健康的な食行動１指標、（４）食環境：健康で持続的な食環境２指標を提案した。 

 食環境以外の目標については目標値を設定した。次期健康づくりプランの目標に焦点をあててロ

ジックモデルを更新した。 

 
Ａ．研究目的 

厚生労働省により令和４年度に健康日本 21

（第二次）の最終評価が実施され、それを受け

て次期国民健康づくりプランが策定された。本

研究は、次期国民健康づくりプランの策定・実

施・評価に関して、学術的エビデンス・手法を

もとに、行政上の課題の解決を目指す。令和４

年度の本研究は、先行研究や自治体行政栄養士

へのヒアリング等をもとに、栄養・食生活分野

のロジックモデルの更新、目標項目、目標値の

検討を行うことを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

１）目標項目の設定 

 先の研究班で作成したロジックモデル、健康

日本 21（第二次）の最終評価結果、先行研究、

指標データの入手可能性等をもとに、目標項目

を厳選した。目標項目について目標値を設定し

た。それ以外で重要だが、未だエビデンスが十

分でない項目、統計データ入手できない項目は、

モニタリング項目として指標や目標値の設定は

しないこととした。今後エビデンスやデータ入

手方法を作っていく項目とすることを提案した。 

 さらに、今後の参考になるよう食環境整備に

ついて世界の動向を整理し、指標については日

本の都道府県行政栄養士４名へのヒアリングを

実施した。 

 

２）目標値の設定 

 ヘルシーピープル 2030 のフローチャート（図

１）で確認し、以下の方法で設定した。 

①「整合性に基づく設定」として、健康への効

果が期待できる値を優先 

② ①が現状値と乖離している場合は現実的

な値をパーセント目標、予測値に基づく目

標設定で検討。 

  ①が不明の場合も同様。 

③ ①②を総合的に見て提案 

現状値を直近のデータにし、目標値を 2034年

に修正した。 

 

３）ロジックモデルの更新 

 設定した目標に集約して、さらに先行研究を

加えてロジックモデルを更新した。 
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図１ ヘルシーピープル 2030：目標値の設定方法の選択 

 
Ｃ．研究結果 
１）目標項目の設定 

目標項目として指標と目標値を設定するもの

と、モニタリング項目は以下とした。目標項目

の設定の根拠論文を添付する。 

（１）栄養状態：適正体重の維持 1)-4)６指標 

 ①低出生体重児の割合 

 ②子どもの肥満 

 ③20～60歳代男性の肥満 

 ④40～60歳代女性の肥満 

 ⑤20～30歳代女性のやせ 

 ⑥高齢者のやせ 

（２）食物・栄養素摂取：適切な量と質の食事

２指標（３モニタリング指標） 

 ①食塩摂取量 5)-7)、②野菜摂取量 8)-9) 

（果物、飽和脂肪酸、菓子・嗜好飲料） 

（３）食行動：健康的な食行動 

１指標（１モニタリング指標） 

 ①主食・主菜・副菜 10)-12) 

 （必要な食物が買えない経験） 

（４）食環境：健康で持続的な食環境 

２指標（３モニタリング指標） 

 ①食品中の減塩等 13)-15) 

 ②給食施設での栄養管理 16)-22) 

   （スーパー等食品販売店、職域の食環境、 

    財務省塩需給データ） 

食環境の目標の内、飲食店、スーパー、コン

ビニ等における健康的な食品の販売については、

評価が難しいこともあり、エビデンスが十分で

なく、今後も検討が必要である。 

政策の参考になるよう世界で実施されている

食環境の取組を表１にまとめた。また、都道府

県行政栄養士４名へのヒアリングをもとに日本

での取組指標を表２にまとめた。 

 

２）目標値の設定 

 設定した目標値を表３に示す。 

 2034 年の目標値について、「整合性に基づく

設定」、パーセント目標、予測値に基づく目標設

定を全て記載した。食環境指標については、入

手可能で根拠のある指標が見当たらず、設定で

きなかった。 

 

３）ロジックモデルの更新 

 更新したロジックモデルを図２に示す。次期

健康づくりプランで採用された目標について、

インプット、アウトプット、アウトカム（目標）

のつながりを示した。 
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表１ 世界で実施されている食環境整備の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 行政栄養士へのヒアリングをふまえた食環境指標の提案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食情報提供のシステム食物と情報が一体化食物の生産・流通・加工・販売システム

・家庭での情報提供・家庭内の保存、調理、食事提供家庭

・保育所、学校、職場での
健康情報提供

・給食の栄養成分表示
・販売時に健康的な商品
のプロモーション

・給食・食堂での健康的なメニュー提供
・自動販売機で健康的な飲食物を販売
・健康的なメニューや食品を安くする（補助）

学校・
職場

・マスメディア、インターネット
による健康情報提供
・過剰マーケティング、広告
の業界の自主規制
・地区組織、NPO、自主グル
ープからの情報提供
・保健・医療・福祉・社会教育
機関からの情報提供

・外食や惣菜の栄養成
分表示
・販売時に健康的な商品
のプロモーション、イン
センティブ、インストラク
ション

・国内の農業、漁業による生鮮品の安定供給
・食品製造の場の脂肪、砂糖、食塩等の含有
量の低減
・食品流通、販売、飲食店（ファストフード店、
コンビニ、アウトレット/スーパー、直売所）で
の健康的な食物へのアクセスを良くし、健康
的でない食物へのアクセスを悪くする（近接
性、販売量、価格）
・高齢者への配食サービス

地域

・過剰マーケティング、広告
の禁止

・栄養成分表示や
Nutrition Profilingによる
健康的な食物の識別表
示制度
・食品の誇大表示の禁止

・健康的でない食物の販売規制
・健康的でない食物への課税、健康的な食物
への補助金

国の制
度・政策

ここでは、暫定的に以下のように定義する

健康的な食物：人が健康に生きていくために必要な栄養素を多く含み、生活習慣病の要因となる栄養素が少ない（高齢者の低栄養予防
を含む）、多くは栄養素密度が高い食物。

健康的でない食物：加工する中で、脂肪、砂糖、食塩の含有量が多く含まれる食物で、多くはエネルギー密度が高い食物。

村山伸子：第12章健康寿命の延伸と食環境整備、現在の食生活と消費行動、農林統計出版、2016.

指標対象

①厚生労働省の「健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ」に登録し、減塩目標を
設定した企業数（中食を扱う流通・販売企業も含む）
②①の企業の年間に減らした食塩供給量

食品

①健康増進計画に、スーパーやコンビニ等の食料品店での健康的な中食の提供に関
する目標を設定している自治体数（都道府県、保健所設置市、市町村）
②健康的な中食を提供してる店舗数
③ガイドラインに沿った配食サービスを提供している事業者数（市町村？協議会？）

中食（弁当、総菜）

①健康増進計画に事業所、保育所給食での健康的な食事の提供に関する記載（目
標？）がある自治体数（都道府県、保健所設置市）
②健康的な食事を提供している事業所、保育所数

給食（事業所・保育所）

①住民に提供するレシピについて減塩を標準にしている自治体数
②離乳食指導、乳幼児健診、国保健診で減塩について情報提供している市町村数

情報提供

①経済産業省の健康経営優良法人で食生活の改善に向けた取組をしている法人数
②農林水産計画に規格外野菜を消費者に提供することが記載されている自治体数

他分野との連携

〇健康的な食品や食事の提供数量、情報提供が増える（スタンダードになる）

★中食、給食は、13学協会による「健康な食事・食環境」認証制度の登録数を含める
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表３ 目標値の設定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 栄養・食生活のロジックモデル（2022 年度更新版） 

栄養状態：適正体重の維持

目標値の設定方法パーセント目標や％ポイ
ント目標の場合、基準とし

た数値（増減何％、hの
値）

Trend analyusis
toolの2034年予測
値

評価に使う情報
源（政府統計の

種類等）

目標値ベースライン値取組目標

トレンド分析とパーセント2
目標h＝0.1を用いて設定。

絶対的な変化

effect size h=0.1 6.5% 
effect sizr h=0.2 4.3%

8.8％
（2010年～2020年
のトレンド）

人口動態統計7％未満9.2%
（2500ｇ未満）
（2020年）

低出生体重児
の割合の減少

2018年より増加傾向。
パーセント目標h＝0.1を
用いて設定。

絶対的な変化

effect size h=0.1  8.1%
effect size h=0.2  5.6%

22.3%
（2018年～2021年
のトレンド）

学校保健統計8%未満小学5年生（肥
満度20％以上）
11.0% （2021年）

★肥満傾向の
子どもの割合の
減少

2013年～増加しているた
め、増加を抑制した上で

パーセント目標h＝0.1を
用いて設定。

絶対的な変化

effect size h=0.1   30.4%
effect size h=0.2  25.9%

49.0 %
（2013年～2019年
のトレンド）悪化

国民健康・栄養
調査、NDB

30%未満35.1％
（2019年）

20歳代～60歳
代の男性の肥
満の割合の減
少

2010～2019年まで20％前
後のため、パーセント目

標h＝0.2を用いて設定。

絶対的な変化

effect size h=0.1  18.5%
effect size h=0.2  14.8%

22.6 %
(2010年～2019年
のトレンド分析）

国民健康・栄養
調査、NDB

15%未満22.5％
（2019年）

40～60歳代の
女性の肥満の
割合の減少

2011年～2019年まで20％
前後のため、パーセント

目標h＝0.2を用いて設定。

20歳代：絶対的な変化
effect size h=0.1  18.7%
effect size h=0.2  14.9%
30歳代：絶対的な変化
effect size h=0.1  12.9%
effect size h=0.2  9.7%

20歳代
11.4％（2010年～
2019年のトレンド
分析）

30歳代
20.5% (同上）

国民健康・栄養
調査

20歳代：
15%未満
30歳代：
10%未満

20歳代 20.7％
30歳代 16.4％
（2019年）

20歳代～30歳
代の女性のや
せの割合の減
少

判定基準を食事摂取基準

2020年版に合わせる。
パーセント目標h＝0.1を
用いて設定。

絶対的な変化

effect size h=0.1  23.0%
effect size h=0.2  18.9%

2019年から⾷事
摂取基準が変更さ
れたためトレンド分
析できない

国民健康・栄養
調査

23％未満65歳以上
BMI21.5未満
27.3％
（2019年）

★高齢者のや
せの割合の減
少

⾚太字︓主⽬標項⽬ ★指標の確認、⾒直しをした項⽬

プロセス
（取組・対策）

アウトカム
（栄養状態・
⾷網摂取・
⾷⾏動）

①適正体重者の増加（肥満・やせの減少︓⼩児、成⼈、⾼齢者）
②適正な量と質の⾷事（主⾷・主菜・副菜がそろう⾷事）をする⼈の増加
③野菜・果物摂取量の増加 ④⾷塩摂取量の減少

【個⼈へのアプローチ】
保育所・学校・職場・⾃治体等︓
効果的な健診・保健指導、栄養教
育（⾷育）→PHR（Personal 
Health Record)、ITの活⽤

【環境へのアプローチ】
国︓イニシアチブによる⾷品事
業者へのインセンティブ提供
⾃治体︓地域の課題に合った
効果的な⾷環境整備事業
学会・団体︓減塩⾷品認証、
スマートミール認証事業

【個⼈】 【環境】（社会環境の質の向上）

7

アウトプット

青字：次期プランの目標にあり

＜⾃然に健康になれる環境
づくり＞
健康的で持続可能な⾷環
境づくりのための戦略的イニ
シアチブへの参加数の増加
（健康的な⾷品提供、情
報提供をする事業者増加）

＜誰もがアクセスできる健康
増進のための基盤の整備＞
利⽤者に応じた栄養管理を
実施する特定給⾷施設の増
加（管理栄養⼠、栄養⼠の
配置）

【環境へのアプローチ】
国︓⾃治体への⽀援、モニタ
リングの仕組み
⾃治体︓特定給⾷施設への
管理栄養⼠・栄養⼠配置促
進、適切な栄養管理に対する
⽀援・指導

適切なエネルギー量、主⾷・主菜・副菜がそろう、野菜・果物
が多い、⾷塩量が低減された加⼯⾷品、惣菜、弁当、給⾷、
栄養情報の増加

適正な体重・エネルギー摂取、主
⾷・主菜・副菜がそろう⾷事摂取、
野菜・果物摂取、⾷塩摂取に関
する、知識・スキル・態度の向上

効果的な栄養教育・保健指導
の実施数・率の増加

効果的な栄養教育・保健指導を
受けた⼈の増加

セッティング別のアプリ―チ
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Ｄ．考 察 
１）目標項目の設定 
 栄養状態、食物・栄養素摂取の目標について

は、先行研究によるエビデンスも多くあり、設

定に問題は無いと考えられる。一方で、食環境

整備の目標、指標については、世界的にはパン

や肉加工品等の食品中の減塩の効果 13)-15)、砂糖

や脂肪、食塩等を含む食品の栄養プロファイル

表示、法的規制、課税等についての政策パッケ

ージの効果のエビデンスが出されている 24）。し

かし、商品販売時や飲食店での健康的な食事提

供の効果についてはエビデンスが少ない。今後

の取組と効果検証の研究が必要である。 
 
２）目標値の設定 
 目標値の設定でも、栄養状態、食物・栄養素

摂取の目標の内、健康への効果がある量が示さ

れている「適正体重」「食塩摂取量」等は、個人

の目標値の設定が可能であった。また、集団の

場合、「適正体重」の範囲にある人の割合は設定

可能であるが、食事調査が１日調査であるため

「食塩摂取量」が適正範囲の人の割合は算出で

きないといった課題がある。 
 さらに、食行動や食環境整備の目標について

は、健康への効果が定量的に示されていないた

め、妥当な目標値の設定が困難という課題があ

る。 
 以上より、理想的な目標値の設定方法を用い

るには、健康効果がある値の設定ができるかの

問題と調査方法の問題の両方がある。 
 
３）ロジックモデルの更新 
 ロジックモデルについて、次期プランの目標

に合わせて更新した。今後、アウトカムの項目

ごとに、インプット（対策）、アウトプット、ア

ウトカムの関係を、さらに検討していく必要が

ある。また、国の対策だけでなく、次年度は自

治体の対策についても検討し提案する必要が

ある。 
 

Ｅ．結 論 
 健康日本 21（第二次）の評価結果、先行研究

等をもとに、栄養・食生活分野の目標として、

（１）栄養状態：適正体重の維持６指標、（２）

食物・栄養素摂取：適切な量と質の食事２指標、

（３）食行動：健康的な食行動１指標、（４）食

環境：健康で持続的な食環境２指標を提案した。 

食環境以外の目標については目標値を設定し

た。次期健康づくりプランの目標に焦点をあて

てロジックモデルを更新した。 
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Ｆ．健康危機情報 

 該当事項なし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

  なし 

２．学会発表 

  なし 

 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 
  なし 
２．実⽤新案登録 
  なし 
３．その他 
  なし 
 
 

 


